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2025 年度、守山市・湖南市における

地域生活圏リーディング事業で行った内容について共有いたします。

1. 地域経営主体の概要について

2. これまでの取り組み内容（地域経営主体的な役割を担うまでの経緯 etc）

3. 地域経営主体としての役割を果たすことで感じる、必要要素

4. 今後の展望について
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地域生活圏採択前までの

地域経営主体としての課題

1. 行政間との広域連携

2. 課題とプレイヤーとの接続不足（地域課題解決に有する事業者）

3. 地域経営主体としての継続できる環境構築
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1. 行政間との広域連携

守山市の担当部署（企業連携室）とは連携できるが、他の部局

他の行政と手を組むキッカケがなかった。

2. 県外企業、大企業との接続（地域課題解決に有する事業者）

課題をより地域から拾い上げていき、行政・企業・大学・金融と

結びつけるための仕組みが必要だった

3. 地域経営主体としての継続できる環境構築

co.shiga としての行政・経済・市民からの明確な存在意義を

どう作っていくか
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地域生活圏として採択
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行政と連携した地域経営主体としての

地域周知、行政連携

国交省から、導入の方向性で検討する旨のコメントを獲得
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都市部型地域、中山間型地域の同一課題に対する

実証実験
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地域生活圏における地域経営主体としての役割の確認
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地域経営主体としての役割を果たすことで感じる、必要要素

1. 地域経営主体としてテーマを定めなかったこと

2. 連携する行政担当課がハブとなる人材であること

3. 民間企業が持続的に事業を行うサポートを創ること
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テーマを定めると、生活圏の様々な課題に取り組むチャンスを逃してしまう
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行政側も担当課かつハブとなる人材が重要

（熱量ある人材に地域に根ざした経営主体が繋がっていくこと）
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民間企業が持続的に事業を行うサポートを創ること
( 令和 8 年度も継続）
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今後の展望について

1. 地域課題をより拾い上げる仕組みづくり

2. びわ湖南部における「存在意義」の可視化

3. 資金の呼び込み、ファンドの組成検討
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リアルな拠点で地域課題を拾い上げる仕組み

・しがとせかい社運営の

　私設図書館

本を借りる際に「まちの課題」を

スマホで入力する仕組みを導入
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湖南市
・地域経営主体の意義（自治体間連携・官民連携が促進された、自治体で手の回らない地域課題への対応 etc）

・地域経営主体に今後さらに期待する役割
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湖南市
・地域経営主体の意義（自治体間連携・官民連携が促進された、自治体で手の回らない地域課題への対応 etc）

・地域経営主体に今後さらに期待する役割
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古民家再生協会滋賀南
地域経営主体の意義（これまで気づかなかった課題やビジネスの種が見つかる、自治体との連携が円滑に進むなど etc）

民間企業による事業化
2025 年度 2026 年度

( 自治会を巻き込んで行った空き家 100 円市）
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古民家再生協会滋賀南
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地域生活圏の姿（びわ湖南部地域生活圏の場合）

守山市

co.shiga
( 民間の地域経営主体）

官民連携の
座組構築

湖南市 野洲市 甲賀市

SUNDRED

地域住民

大学

テック企業

自治会

社会課題
解決企業

小売事業者

R8 年度〜

R8 年度〜

行政との連携

民間との連携

古民家再生協会
滋賀南

【行政側のメリット】

・行政では手の回らない地域課題の可視化、対応

・広域連携の拡大

・官民連携での情報発信の取り組み

【民間側のメリット】

・同じ課題を「都市型」、「中山間型」で複数のエリアで
　試すことができる
・自治会や地域に根ざした課題を知り、具体的に解決
　すべきターゲットがわかりやすい
・地域経営主体が中間支援となって、行政との繋ぎを
　おこなってくれる。

【地域・市民側のメリット】

・行政区域を越えて、暮らしに必要なサービスや選択肢が
　広がる
・市民が地域づくりの受け手ではなく、担い手として
　関われるようになる
・若者や外部人材が地域に関わるきっかけが増える
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